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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第３四半期連結
累計期間

第26期
第３四半期連結
累計期間

第25期
第３四半期連結
会計期間

第26期
第３四半期連結
会計期間

第25期

会計期間

自平成21年
３月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
３月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
９月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
３月１日
至平成22年
２月28日

売上高（千円） 11,593,01912,706,3813,548,6123,993,92317,347,755

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
708,689 939,913△96,187 39,3452,506,224

四半期（当期）純利益

又は純損失（△）（千円）
380,632 381,309△42,142△100,3291,371,619

純資産額（千円） － － 1,798,8782,152,1932,663,948

総資産額（千円） － － 9,079,7539,012,1689,350,845

１株当たり純資産額（円） － － 485.40 595.68 722.93

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
101.87 104.36 △11.29 △27.65 368.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 19.8 23.9 28.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,804,3841,566,246 － － 1,031,321

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△461,919△594,536 － － △568,380

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△221,729△769,220 － － △494,478

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,567,8941,618,1111,415,622

従業員数（人） － － 506 499 498

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　　しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 499 (5,487)

　 　　(注) １．従業員数は就業人員であります。

　　２．従業員数欄の(外書き)は、準社員、アルバイト講師及びパートタイマーの当第３四半期連結会計期間

　　　　における平均雇用人員であります。

（２）提出会社の状況

 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 229 (4,283)

　　　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　２．従業員数欄の(外書き)は、準社員、アルバイト講師及びパートタイマーの当第３四半期会計期間

　　　　における平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）事業所と収容能力

　　事業所及び収容能力に著しい変化はありません。

（２）販売実績

　　当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント別内訳を示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
  至　平成22年11月30日)

　
前年同四半期比　

　
売上高(千円) （％）　

学習塾事業（トーマス） 2,197,387 110.0

家庭教師派遣教育事業（名門会） 955,065 117.0

幼児教育事業（伸芽会） 687,244 102.7

インターネットテレビ電話教育事業

（日本エデュネット）
121,805 370.0

その他 32,420 97.8

合計 3,993,923 112.5

　（注）１.売上高には、消費税等は含まれておりません。

  　２.当社グループの業績は、収益の基盤となる生徒数が、新学年スタート時期である第１四半期を底

       として、第２・第４四半期に特に集中することが季節的な収益変動要因となっております。この

       ため第３四半期連結会計期間は、収益性が低くなる傾向があります。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）経営成績の分析　

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による景気刺激策などにより、一部には景気回復の

兆しが見られたものの、低迷する雇用・所得環境や急激な円高進行により、景気の先行きは不透明な状況が

続き、個人消費も低調に推移いたしました。

学習塾業界におきましては、こうした経済状況に加え、従来からの少子化の流れの中で、経営環境は依然

厳しく、企業提携・Ｍ＆Ａなどの業界再編の動きも頻繁に見受けられました。

このような外部環境に対して、当社は、さらなる進学実績向上を目指した戦略の強化を図るなど、

顧客満足度向上に努め、差別化戦略に基づく「本物」の教育サービスを一貫して提供してまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は3,993百万円（前年同期比12.5％増）、営業利益は45

百万円（前年同期は営業損失87百万円)、経常利益は39百万円（前年同期は経常損失96百万円）、四半期純損失は

100百万円（前年同期は四半期純損失42百万円）となりました。

　

事業の種類別のセグメントの業績は次のとおりとなります。

①トーマス　[学習塾事業部門]

他塾との差別化戦略に基づく完全１対１の進学個別指導による高品質な教育サービスを提供し、売上高は

2,197百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

当第３四半期連結会計期間におきましては、インターナショナルトーマス高田馬場校（東京都）を

新規開校し、柏校（千葉県）を拡大移転リニューアルいたしました。

②名門会　[家庭教師派遣教育事業部門]

さらなる事業エリア・規模拡大により、売上高は955百万円（前年同期比17.0％増）となりました。

当第３四半期連結会計期間におきましては、広島支社・広島駅前校（広島県）、吉祥寺駅前校（東京都）を

新規開校いたしました。
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③伸芽会　[幼児教育事業部門]

名門幼稚園・名門小学校受験業界でトップクラスの合格実績を背景に、東西都市圏での事業スケール拡大

を進め、売上高は687百万円（前年同期比2.7％増）となりました。

④日本エデュネット　[インターネットテレビ電話教育事業部門]

全国の私立高等学校を主な対象とした「スクールｅステーション」の営業促進に引き続き注力し、売上高

は121百万円（前年同期比270.0％増）、内部売上を含むと163百万円（前年同期比64.3％増）となりました。

⑤その他　[人格情操合宿教育事業ならびに生徒募集勧誘事業部門]

人格情操合宿教育事業部門のスクールツアーシップでは、高い学力プラス・ワンの情操分野を育む多彩な

体験学習サービスの提供を行い、リソー教育企画は、リソー教育グループ成長の原動力となる生徒募集勧誘

事業を積極的かつ効率的に行った結果、その他のセグメントの売上高は32百万円（前年同期比2.2％減）とな

りました。

　

（２）財政状態の分析

　  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金、建物（純額）、工具、器具及び備品(純額)、敷金及び保

証金の増加、営業未収入金、投資有価証券の減少等により前連結会計年度末と比較して338百万円減少し、9,012

百万円となりました。

　負債は、短期借入金、前受金の増加、未払法人税等、長期借入金等の減少等により前連結会計年度末と比較して

173百万円増加し、6,859百万円となりました。

　純資産は、自己株式の取得、利益剰余金の減少等により前連結会計年度末と比較して511百万円減少し、2,152百

万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,618百万円となりま

した。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は56百万円（前年同期に得られた資金は519百万円）となりました。この主な内

容は、税金等調整前四半期純損失164百万円、減価償却費76百万円、投資有価証券償還損193百万円、前受金の増加

額516百万円、法人税等の支払額692百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は209百万円（前年同期に使用した資金は137百万円）となりました。この主な内容

は、有形固定資産の取得による支出133百万円、敷金及び保証金の差入による支出36百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は284百万円（前年同期に使用した資金は441百万円）となりました。この主な内容

は、短期借入れによる収入1,000百万円、短期借入金の返済による支出700百万円、長期借入金の返済による支出94

百万円、配当金の支払額364百万円、自己株式の取得による支出124百万円によるものです。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

　

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

　

（２）設備の新設、除却等の計画

　　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完

　了したものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）　

事業の種類別

セグメントの名称　
設備の内容 完了年月日

完成後の

増加能力

株式会社名門会
名門会吉祥寺駅前校

(東京都武蔵野市)

家庭教師派遣

教育事業
事業所の新設 平成22年11月 －

株式会社名門会
名門会広島支社（広島駅前校）

(広島県広島市東区)　

家庭教師派遣

教育事業
事業所の新設 平成22年11月 －

　　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。　

　

EDINET提出書類

株式会社　リソー教育(E05024)

四半期報告書

 6/27



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,220,000

計 14,220,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     4,266,225　　 4,266,225
東京証券取引所
市場第一部

当社は単元株制度は採用
しておりません。

計 4,266,225 4,266,225 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成22年９月１日～

 平成22年11月30日 
－ 4,266,225 － 693,475 － 289,824

 

　

　

（６）【大株主の状況】

        大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握して

      おりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　 　

　 平成22年11月30日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等)　 － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式）

普通株式　　653,195
－

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　3,613,030 3,613,030 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 4,266,225 － －

総株主の議決権 － 3,613,030 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,153株

      （議決権4,153個）含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成22年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱リソー教育 

東京都豊島区

目白3-1-40
653,195 － 653,195 15.3

計 － 653,195 －  653,195 15.3

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 4,9455,5505,5005,3504,8954,4104,4304,1954,020

最低(円) 4,5304,7954,7404,3004,3504,1254,0003,6953,520

　　　　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
取締役　

（教務企画局局長）
赤尾　光治 平成22年９月24日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年３月１日から

平成22年11月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、九段監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,618,111 1,415,622

営業未収入金 1,298,421 2,423,667

たな卸資産 ※
 83,898

※
 84,852

繰延税金資産 52,051 148,855

その他 991,598 333,351

貸倒引当金 △21,292 △10,580

流動資産合計 4,022,789 4,395,769

固定資産

有形固定資産

建物 1,323,481 1,176,729

減価償却累計額 △736,310 △642,155

建物（純額） 587,170 534,574

工具、器具及び備品 1,645,656 1,432,724

減価償却累計額 △541,281 △480,090

工具、器具及び備品（純額） 1,104,375 952,634

土地 417,963 417,963

その他 20,291 17,262

減価償却累計額 △16,052 △14,481

その他（純額） 4,239 2,780

有形固定資産合計 2,113,748 1,907,952

無形固定資産

のれん 82,173 131,476

その他 90,501 91,894

無形固定資産合計 172,674 223,371

投資その他の資産

投資有価証券 200,423 447,262

繰延税金資産 530,066 572,818

敷金及び保証金 1,612,004 1,485,742

その他 360,461 317,928

投資その他の資産合計 2,702,956 2,823,752

固定資産合計 4,989,379 4,955,075

資産合計 9,012,168 9,350,845
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 42,672 21,196

短期借入金 2,079,600 1,579,600

未払金 928,868 920,304

未払法人税等 94,376 872,283

前受金 1,254,390 463,542

返品調整引当金 9,973 13,287

賞与引当金 41,031 134,810

その他 327,816 364,070

流動負債合計 4,778,729 4,369,095

固定負債

長期借入金 1,131,800 1,416,500

退職給付引当金 949,445 901,300

固定負債合計 2,081,245 2,317,800

負債合計 6,859,974 6,686,896

純資産の部

株主資本

資本金 693,475 693,475

資本剰余金 289,824 289,824

利益剰余金 4,498,619 4,776,612

自己株式 △3,317,008 △2,989,039

株主資本合計 2,164,911 2,770,873

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,718 △106,924

評価・換算差額等合計 △12,718 △106,924

純資産合計 2,152,193 2,663,948

負債純資産合計 9,012,168 9,350,845
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 11,593,019 12,706,381

売上原価 7,891,200 8,760,526

売上総利益 3,701,818 3,945,855

販売費及び一般管理費 ※1
 2,964,006

※1
 2,986,884

営業利益 737,811 958,971

営業外収益

受取利息 395 239

受取配当金 25 28

投資事業組合運用益 － 1,199

未払配当金除斥益 5,315 5,474

保険配当金 3,474 3,473

その他 6,362 9,640

営業外収益合計 15,573 20,055

営業外費用

支払利息 43,555 36,866

投資事業組合運用損 90 －

その他 1,049 2,246

営業外費用合計 44,695 39,113

経常利益 708,689 939,913

特別損失

投資有価証券償還損 － 193,814

移転費用等 33,936 32,285

特別損失合計 33,936 226,099

税金等調整前四半期純利益 674,753 713,813

法人税等 ※2
 294,120

※2
 332,504

四半期純利益 380,632 381,309
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 3,548,612 3,993,923

売上原価 2,646,054 2,953,366

売上総利益 902,558 1,040,556

販売費及び一般管理費 ※1
 989,685

※1
 994,863

営業利益又は営業損失（△） △87,126 45,693

営業外収益

受取利息 1 0

未払配当金除斥益 1,393 1,486

保険配当金 3,474 3,473

その他 1,807 1,167

営業外収益合計 6,676 6,126

営業外費用

支払利息 14,688 11,633

その他 1,049 840

営業外費用合計 15,738 12,474

経常利益又は経常損失（△） △96,187 39,345

特別損失

投資有価証券償還損 － 193,814

移転費用等 2,420 10,426

特別損失合計 2,420 204,240

税金等調整前四半期純損失（△） △98,608 △164,895

法人税等 ※2
 △56,465

※2
 △64,565

四半期純損失（△） △42,142 △100,329
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 674,753 713,813

減価償却費 161,869 194,714

のれん償却額 49,303 49,303

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,955 10,712

賞与引当金の増減額（△は減少） △91,400 △93,779

退職給付引当金の増減額（△は減少） 96,397 48,144

その他の引当金の増減額（△は減少） △3,461 △3,314

受取利息及び受取配当金 △420 △268

投資有価証券償還損益（△は益） － 193,814

支払利息 43,555 36,866

投資事業組合運用損益（△は益） 90 △1,199

売上債権の増減額（△は増加） 481,321 1,125,246

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,699 953

仕入債務の増減額（△は減少） 14,246 21,476

未払消費税等の増減額（△は減少） △86,666 △114,113

未払金の増減額（△は減少） 84,231 39,187

前受金の増減額（△は減少） 1,307,668 790,847

その他 △53,453 125,976

小計 2,677,291 3,138,384

利息及び配当金の受取額 420 268

利息の支払額 △44,093 △38,084

法人税等の支払額 △862,366 △1,536,874

法人税等の還付額 33,132 2,552

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,804,384 1,566,246

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △244,742 △391,663

無形固定資産の取得による支出 △14,822 △22,469

投資有価証券の取得による支出 △78,277 －

投資有価証券の売却による収入 4,513 2,863

敷金及び保証金の差入による支出 △145,046 △153,307

敷金及び保証金の回収による収入 52,599 26,287

その他 △36,142 △56,247

投資活動によるキャッシュ・フロー △461,919 △594,536

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,900,000 1,400,000

短期借入金の返済による支出 △1,200,000 △900,000

長期借入金の返済による支出 △284,700 △284,700

配当金の支払額 △455,579 △656,552

自己株式の取得による支出 △181,450 △327,968

財務活動によるキャッシュ・フロー △221,729 △769,220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,120,735 202,488

現金及び現金同等物の期首残高 1,447,159 1,415,622

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,567,894 1,618,111
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日)

  税金費用については、従来、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりましたが、当第３四半期連結累計期間に、子会社

配当金を受領したことにより年度の見積実効税率による方法では、四半期連結累計期間に係る経営成績を適切に反映

する事ができないと判断し、年度決算と同様の方法で計算する方法に変更しております。

　この変更により、当第３四半期連結累計期間の四半期純利益は99,708千円増加しております。また、この変更後の計

算方法を第２四半期連結累計期間に適用した場合には、従来の方法によった場合と比較して、四半期純利益は5,540千

円増加し、487,178千円となります。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年９月１日

　 至　平成22年11月30日）　

　（四半期連結貸借対照表）

　　　前第３四半期連結会計期間において、流動資産に区分掲記しておりました「前払費用」は、資産総額の100分の10

　　以下となったため、当第３四半期連結会計期間では流動資産の「その他」に含めて表示することとしました。な

　　お、当第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「前払費用」は267,702千円であります。　

　

　　　前第３四半期連結会計期間において、有形固定資産に区分掲記しておりました「構築物」、「車両運搬具」は、

　　資産総額の100分の10以下となったため、当第３四半期連結会計期間では有形固定資産の「その他」に含めて表示す

　　ることとしました。なお、当第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「構築物（純額）」は1,152千円、

　　「車両運搬具（純額）」は3,086千円であります。

　　

　　　前第３四半期連結会計期間において、投資その他の資産に区分掲記しておりました「長期前払費用」、「ゴルフ

　　会員権」、「保険積立金」は、資産総額の100分の10以下となったため、当第３四半期連結会計期間では投資その他

　　の資産の「その他」に含めて表示することとしました。なお、当第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれる　　

　　「長期前払費用」は17,040千円、「ゴルフ会員権」は52,504千円、「保険積立金」は290,916千円であります。　

　

　　　前第３四半期連結会計期間において、流動負債に区分掲記しておりました「未払費用」、「未払事業所税」、

　　「未払消費税等」、「預り金」は、負債及び純資産の合計額の100分の10以下となったため、当第３四半期連結会計

　　期間では流動負債の「その他」に含めて表示することとしました。なお、当第３四半期連結会計期間の「その他」

　　に含まれる「未払費用」は132,477千円、「未払事業所税」は18,144千円、「未払消費税等」は43,574千円、

　　「預り金」は133,620千円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。

２.繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年11月30日）

前連結会計年度末
（平成22年２月28日）

※　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

教材 56,657千円

貯蔵品 27,240千円

計 83,898千円
　

※　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

教材  60,448千円

貯蔵品 24,403千円

計 84,852千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

※１　販売費及び一般管理費の重要項目の内訳は次の

　　とおりであります。

広告宣伝費 1,235,640千円

給与手当 670,558千円

支払手数料 183,508千円

のれん償却額 49,303千円

退職給付費用 28,236千円

貸倒引当金繰入額 9,757千円

賞与引当金繰入額 13,748千円

減価償却費 40,594千円

※１　販売費及び一般管理費の重要項目の内訳は次の

　　とおりであります。

広告宣伝費 1,208,397千円

給与手当 699,149千円

支払手数料 208,534千円

のれん償却額 49,303千円

退職給付費用 16,477千円

貸倒引当金繰入額 11,781千円

賞与引当金繰入額 12,347千円

減価償却費 36,220千円

※２　税金費用につきましては、簡便法による税効果会計を

適用しているため、法人税、住民税及び事業税ならびに

法人税等調整額の合計は、「法人税等」として表示し

ております。

※２　法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額の

合計額は、「法人税等」として表示しております。

　３　当社グループの業績は、収益の基盤となる生徒数が、新

学年スタート時期である第１四半期を底として、その

後増加していくこと、講習会授業の実施が四半期毎に

異なり、第２・第４四半期に特に集中することが季節

的な収益変動要因となっております。このため第３四

半期連結会計期間は、収益性が低くなる傾向がありま

す。

　３　　　　　　　　　　同左
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

※１　販売費及び一般管理費の重要項目の内訳は次の

　　とおりであります。

広告宣伝費 422,957千円

給与手当 217,457千円

支払手数料 52,583千円

のれん償却額 16,434千円

退職給付費用 9,412千円

貸倒引当金繰入額 3,409千円

賞与引当金繰入額 △28,011千円

減価償却費 13,681千円

※１　販売費及び一般管理費の重要項目の内訳は次の

　　とおりであります。

広告宣伝費 400,208千円

給与手当 237,596千円

支払手数料 73,941千円

のれん償却額 16,434千円

退職給付費用 5,492千円

貸倒引当金繰入額 2,251千円

賞与引当金繰入額 △29,418千円

減価償却費 12,296千円

※２　税金費用につきましては、簡便法による税効果会計を

適用しているため、法人税、住民税及び事業税ならびに

法人税等調整額の合計は、「法人税等」として表示し

ております。

※２　法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額の

合計額は、「法人税等」として表示しております。

　３　当社グループの業績は、収益の基盤となる生徒数が、新

学年スタート時期である第１四半期を底として、その

後増加していくこと、講習会授業の実施が四半期毎に

異なり、第２・第４四半期に特に集中することが季節

的な収益変動要因となっております。このため第３四

半期連結会計期間は、収益性が低くなる傾向がありま

す。

　３　　　　　　　　　　同左

　

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 2,567,894千円

現金及び現金同等物 2,567,894千円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 1,618,111千円

現金及び現金同等物 1,618,111千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月１日　至　

平成22年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　4,266,225株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　653,195株 

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
 配当金の
総額

（千円） 

１株当たり
配当額
（円） 

 基準日  効力発生日 配当の原資

平成22年４月13日

取締役会 
普通株式  294,794  80平成22年２月28日平成22年５月11日利益剰余金

平成22年10月12日

　

取締役会　

普通株式　 364,507　 100　
平成22年８月31日

　

平成22年11月９日

　
利益剰余金　

　

５．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、当第３四半期連結累計期間において、自己株式の取得を行いました。この結果、当第３四半期連結

　累計期間において自己株式が327,968千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が3,317,008

　千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

 学習塾事業
家庭教師
派遣教育事業

幼児教育
事業

インターネッ
トテレビ電話
教育事業

その他 計
消去又は
全社

連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高   　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客に

　　 対する売上高
1,997,028816,315669,19532,91933,1533,548,612 － 3,548,612

（2）セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高
439 156 － 66,80672,219139,621(139,621) －

計 1,997,468816,471669,19599,726105,3723,688,233(139,621) 3,548,612

営業利益又は営業損失(△) △283,67972,341184,90712,777△57,108△70,762(16,364) △87,126

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

 学習塾事業
家庭教師
派遣教育事業

幼児教育
事業

インターネッ
トテレビ電話
教育事業

その他 計
消去又は
全社

連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高   　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客に

　　 対する売上高
2,197,387955,065687,244121,80532,4203,993,923 － 3,993,923

（2）セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高
－ 156 －　 42,006104,302146,464(146,464) －

計 2,197,387955,221687,244163,812136,7224,140,387(146,464) 3,993,923

営業利益又は営業損失(△) △213,75781,227163,72242,889△12,02562,057(16,364) 45,693

（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

（１）事業の区分の方法は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。

（２）各事業区分に属する事業の内容

①学習塾事業は、全学年を対象とした個別指導方式による学習・進学指導を行っております。

②家庭教師派遣教育事業は、全学年を対象とした家庭教師による学習・進学指導を行っております。

③幼児教育事業は、名門幼稚園や名門小学校への受験指導を行っております。

④インターネットテレビ電話教育事業は、インターネットを利用したリアルタイムによる双方向性の完全

　個別指導（テレビ電話個別指導システム）を行っております。 

⑤その他には、人格情操合宿教育事業並びに生徒募集勧誘事業が含まれております。 
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

 学習塾事業
家庭教師
派遣教育事業

幼児教育
事業

インターネッ
トテレビ電話
教育事業

その他 計
消去又は
全社

連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高   　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客に

　　 対する売上高
7,131,1842,178,7251,853,83292,554336,72311,593,019－ 11,593,019

（2）セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高
20,061 468 － 223,266269,265513,062(513,062) －

計 7,151,2452,179,1931,853,832315,821605,98912,106,081(513,062) 11,593,019

営業利益又は営業損失(△) 297,299116,604408,67266,462△102,134786,903(49,092) 737,811

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日）

 学習塾事業
家庭教師
派遣教育事業

幼児教育
事業

インターネッ
トテレビ電話
教育事業

その他 計
消去又は
全社

連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高   　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客に

　　 対する売上高
7,509,6772,521,8722,028,852285,526360,45312,706,381－ 12,706,381

（2）セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高
10,645 468 － 150,168273,401434,683(434,683) －

計 7,520,3222,522,3402,028,852435,694633,85513,141,065(434,683) 12,706,381

営業利益又は営業損失(△) 333,312168,537431,43495,478△20,7001,008,063(49,092) 958,971

（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

（１）事業の区分の方法は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。

（２）各事業区分に属する事業の内容

①学習塾事業は、全学年を対象とした個別指導方式による学習・進学指導を行っております。

②家庭教師派遣教育事業は、全学年を対象とした家庭教師による学習・進学指導を行っております。

③幼児教育事業は、名門幼稚園や名門小学校への受験指導を行っております。

④インターネットテレビ電話教育事業は、インターネットを利用したリアルタイムによる双方向性の完全

　個別指導（テレビ電話個別指導システム）を行っております。 

⑤その他には、人格情操合宿教育事業並びに生徒募集勧誘事業が含まれております。 

 

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日）

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）

　当社グループの所有するその他有価証券で時価のあるものは、当第３四半期連結会計期間に一部償還しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末に所有している有価証券については、前連結会計年度末日の時価と比べ著し

い変動がないため記載を省略しております。　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）　

　当社グループのデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年11月30日）

前連結会計年度末
（平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 595.68円 １株当たり純資産額 722.93円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 101.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 104.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額　 　  

四半期純利益(千円） 380,632 381,309

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 380,632 381,309

期中平均株式数（株） 3,736,418 3,653,910
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △11.29円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △27.65円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △42,142 △100,329

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △42,142 △100,329

期中平均株式数（株） 3,731,350 3,629,053

　

（重要な後発事象）

　　　　１．国内無担保普通社債の発行

 　　 当社は、平成22年11月18日開催の取締役会決議に基づき、国内無担保普通社債を以下のとおり平成22年12月

　　13日に発行いたしました。

　（１）発行総額……………………５億円　

　（２）発行価額……………………額面100円につき金100円　

　（３）償還方法……………………定時償還

　（４）償還期限……………………平成27年12月11日

　（５）利率…………………………年0.74％

　（６）資金使途……………………運転資金　

　

　　　　２．従業員持株ＥＳＯＰ信託の導入

　　　当社は、平成23年１月11日開催の取締役会において、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ 

　　信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」という。）の導入を決議いたしました。

　（１）ＥＳＯＰ信託導入の目的

　　　　当社従業員に対する福利厚生制度をより一層充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与

　　　することにより、当社の株価や業績向上に対する従業員の意識をさらに高めて、中長期的な企業価値向上

　    を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プランであるＥＳＯＰ信託を導入することといたし

　　　ました。

　（２）ＥＳＯＰ信託導入の概要

  　　　当社が「リソー教育従業員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定

　　　の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後数年間にわたり当社持株会が取得する

　　　と見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月

　　　一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者

　　　たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る

　　　債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済する

　　　ため、従業員の追加負担はありません。

  　　　なお、本信託の設定時期、期間、規模等の詳細につきましては、１月24日（買付日は翌日以降）の発表を

　　  予定しておりますが、決定次第改めてお知らせいたします。

　

（リース取引関係）

　　　　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引について

は、引き続き従来通りの賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、それらについて、前連結会計

年度の末日と比較して著しい変動はありません。　
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２【その他】

平成22年10月12日開催の取締役会において、当期第２四半期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）当期第２四半期末配当による配当金の総額……………………364,507千円

（2）１株当たりの額……………………………………………………100円

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………………平成22年11月9日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月12日

株式会社リソー教育

取締役会　御中

九段監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅見　仁一郎　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　壽海雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　　靖　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リソー教育

の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リソー教育及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月12日

株式会社リソー教育

取締役会　御中

九段監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　壽海雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　　靖　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リソー教育

の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リソー教育及び連結子会社の平成22年11月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年11月18日開催の取締役会決議に基づき、国内無担保普通社債を

平成22年12月13日に発行した。

　　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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